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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は持ち直しの動きが見られる。需要面をみ

ると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資

は減少している。設備投資は持ち直し基調が続いている。公共投資は、弱含んでいる。輸出

は持ち直し基調が続いている。観光は、来道客数、外国人入国者数が好調を維持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数、負債総額ともに前年を下

回った。消費者物価は、１５か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～前月比横ばい

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、３月の景気

の現状判断DI（北海道）は４７．４となり前月

比横ばいとなった。横ばいを示す５０を２か月

連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．２ポイント下回る４７．８となり、横ばいを

示す５０を８か月ぶりに下回った。

２月の鉱工業生産指数は９５．５（季節調整済

指数、前月比＋０．２％）と２か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では▲１．８％と５月

ぶりに低下した。

業種別では、化学工業、パルプ・紙・紙加

工品工業など９業種が前月比低下、一般機械

工業、食料品工業、電気機械工業など７業種

が前月比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１８年５月号
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３．百貨店等販売額～４か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～４か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～３か月ぶりに低下

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．７％）は、４か月連続で増加

した。

百貨店（前年比＋２．９％）は、身の回り

品、その他が前年を上回った。スーパー（同

＋１．４％）は、４か月連続で前年を上回っ

た。品目別では衣料品、身の回り品、その他

は前年を下回ったものの、飲食料品は前年を

上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．３％）

は、４か月連続で前年を上回った。

２月の乗用車新車登録台数は、１３，６５８台

（前年比▲３．５％）と４か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲３．１％）、

小型車（同▲８．５％）が前年を下回った。軽

自動車（同＋１．１％）が前年を上回った。

２０１７年度では、１５８，４６３台（前年比＋５．０％）

と前年を上回っている。普通車（同＋１．６％）、

小型車（同＋４．０％）、軽乗用車（同＋１０．０％）

といずれも前年を上回っている。

２月の札幌ドームへの来場者数は、４５千人

（前年比▲６．８％）と３か月ぶりに前年を下

回った。内訳は、プロ野球１６．５千人（全

増）、サッカーの開催はなく、その他が２８．５

千人（同▲４１．０％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～５か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

２月の住宅着工数は、１，３７３戸（前年比

▲２４．８％）と５か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋１１．６％）、貸家

（同▲３３．３％）、給与（同▲７１．４％）、分譲

（同▲４９．４％）となった。

２０１７年度では、３４，２４９戸（前年比▲１．９％）

と前年を下回った。利用関係別では、持家

（同＋１．４％）、貸家（同▲４．２％）、給与（同

＋１７．１％）、分譲（同▲０．７％）と貸家と分譲

を除いて増加している。

２月の民間非居住用建築物着工面積は、

５６，３３０㎡（前年比＋５１．２％）と２か月ぶりに

前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋８２．８％）、非製造業（同＋４９．８％）ともに

前年を上回った。

２０１７年度累計では、１，８７８，７０５㎡（前年比

＋１０．３％）と前年を上回っている。業種別で

も、製造業（同▲２．９％）と前年を下回って

いるが、非製造業（同＋１１．７％）が前年を上

回っている。

３月の公共工事請負金額は、１，０２２億円

（前年比▲２９．７％）と２か月連続で前年を下

回った。発注者別では、国（同▲４０．９％）、

独立行政法人（同▲４８．２％）、北海道（同

▲１５．８％）、市町村（同▲２５．８％）、が前年を

下回ったが、その他（同＋５７．４％）が前年を

上回った。

２０１７年度累計では８，８３１億円（前年比

＋０．６％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年５月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月ぶりに増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２１か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月ぶりに減少

貿易動向

（資料：函館税関）

２月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９９９千人（前年比＋５．６％）と２か月ぶり

に前年を上回った。輸送機関別では、フェ

リー（同▲５．１％）が前年を下回ったが、JR

（同＋３．９％）航空機（同＋６．２％）が前年を

上回った。

２０１７年度累計では、１２，６８７千人（同

＋２．２％）と前年を上回っている。

２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１８４，３２７人（前年比＋２４．５％）と２１か月

連続で前年を上回った。２０１７年度計では、

１，５９２，７２６人（同＋２３．８％）と前年を上回っ

ている。

空港・港湾別では、新千歳空港が１７１，３８５

（前年比＋３０．６％）、函館空港が７，６０５人（同

▲２８．７％）、旭川空港が４，２０７人（同▲１８．８％）

だった。

２月の貿易額は、輸出が前年比８．３％減の

３１０億円、輸入が同３．８％増の１，１４９億円だっ

た。

輸出は、船舶、有機化合物、自動車部品な

どが減少した。

輸入は、石油製品、肥料、一般機械などが

増加した。

輸出は、２０１７年度計では３，４７２億円（前年

比＋４．７％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～１５か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１６倍（前年比＋０．１０ポイント）と９７か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲２．７％と７か月ぶ

りに前年を下回った。業種別では、建設業

（＋１０．１％）、宿泊・飲食サービス業（＋１．１％）

などが前年を上回ったが、卸・小売業（同

▲１２．６％）、サービス業（同▲９．４％）、製造

業（同▲５．２％）などが減少した。

３月の企業倒産は、件数が２７件（前年比

▲２５．０％）、負債総額が４０億円（同▲１８．９％）

だった。件数、負債総額とも２か月連続で下

回った。

業種別ではサービス・他が８件、建設業、

小売業が各６件などとなった。

２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０１．２（前月比＋０．２％）と２か

月ぶりに上昇した。前年比は＋１．６％と、１５

か月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、３月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

はおおむね安定している。石油製品の価格は

値下がりしている。

道内経済の動き
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図表１ 労働力人口の推移

≪はじめに≫
我が国の雇用情勢は、かつてないほどの人手不足の状況に陥っています。厚生労働省が本年１
月３０日に公表した２０１７年平均の有効求人倍率（全国）は１．５０倍と、バブル期であった１９９１年の
１．４０倍を超え過去最高となりました。また、企業の新規求人数に対して実際に職に就いた人の割
合を示す「充足率」は２０１７年平均で１５．２％となっています。この数値は、企業が６～７人雇おう
と求人を出して実際に採用できたのが１人だったことを表しています。
本稿では、この深刻な人手不足の状況下において、企業が必要な人材を確保していくためのポ
イントとなる事柄について紹介します。

≪人手不足の現状≫
１．労働市場の変化
現在の深刻な人手不足を引き起こしている要因には、景気回復による労働力需要の増加に加え
て、人口減少・少子高齢化といった社会の構造的問題があります。しかし、現時点では、単純に
働き手の数が減少しているというわけではありません。
労働力人口（１５歳以上の人口のうち、「就業者」と「完全失業者（求職者）」の合計）の推移を
見てみると、２０１７年の年間平均労働力人口は６，７２０万人と５年連続で増加しており、生産年齢人
口がピークを迎えた１９９５年と比較しても５０万人以上増加しています（図表１）。同期間で生産年
齢人口は１，０００万人以上減少しているにもかかわらず、労働力人口が微増しているのはなぜで
しょうか。要因は、子育て世代の女性と高齢者の労働参加が着実に進んだことにあります。

まず女性の年齢階級別労働力人口比率（人口に占める労働力人口の割合）の推移を見てみる
と、子育て世代にあたる２５～４４歳の女性の労働力人口比率が大幅に上昇しています。その中で
も、２５～３４歳の女性の労働力人口比率の上昇幅は特に大きく、１９９５年が６０．２％に留まるのに対し
て２０１７年には７８．５％まで上昇しており、８割近くの女性が就職している、もしくは職を探してい

経営のアドバイス
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むらずみ経営グループ

人事コンサルタント 板垣 洋介
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１５～２４歳 ２５～３４歳 ３５～４４歳 ４５～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上
１９９５年 ４７．３ ６０．２ ６５．４ ６９．４ ５７．０ ３９．７ １５．６
２０００年 ４６．８ ６３．９ ６５．３ ６９．９ ５８．７ ３９．５ １４．４
２００５年 ４５．０ ６８．３ ６６．７ ７１．２ ６０．０ ４０．１ １２．７
２０１０年 ４４．０ ７２．３ ６８．６ ７４．２ ６３．３ ４５．７ １３．３
２０１７年 ４４．９ ７８．５ ７５．３ ７８．８ ７２．１ ５４．９ １６．５

１５～２４歳 ２５～３４歳 ３５～４４歳 ４５～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上
１９９５年 ４８．１ ９７．０ ９７．９ ９７．５ ９４．１ ７４．９ ３７．３
２０００年 ４７．３ ９６．６ ９８．０ ９７．１ ９４．２ ７２．６ ３４．１
２００５年 ４４．４ ９５．１ ９７．０ ９６．１ ９３．６ ７０．３ ２９．４
２０１０年 ４２．４ ９５．１ ９６．８ ９６．４ ９２．８ ７６．０ ２８．８
２０１７年 ４４．３ ９４．９ ９６．１ ９５．４ ９３．７ ８１．７ ３２．５

図表２ 年齢階級別労働力人口比率の推移（女） （単位：％）

（単位：％）

（参考）総務省 労働力調査

図表３ 年齢階級別労働力人口比率の推移（男）

（参考）総務省 労働力調査

るという状況となっています（図表２）。こうした若い世代の女性の積極的な労働参加により、
女性の労働力人口は１９９５年の２，７０１万人から２０年余りで２００万人以上増加し、２０１７年には２，９００万
人を超えています。同期間で労働力人口総数に占める女性の割合も３．３ポイント上昇し、２０１７年
は４３．８％となっています。
次に高齢者の労働参加の状況について確認します。２００６年４月に改正高年齢者雇用安定法が施

行され、高年齢者雇用確保措置（「６５歳までの定年の引上げ」「６５歳までの継続雇用制度の導入」
「定年の廃止」のいずれかの措置）が義務化されたことにより、６０～６４歳の労働力人口比率は急
激に上昇しました。
２０１７年の６０～６４歳の労働力人口比率は男性で８割、女性で５割を超えており、労働力人口も１９９５
年と比較して男女合わせて１００万人以上増加しています。また、生産年齢人口に含まれない６５歳
以上の年齢層では、労働力人口比率は１９９５年と２０１７年を比較すると男性は低下し、女性は同水準
となっていますが、労働力人口は男女合わせて約３８０万人も増加しています。（図表２、図表３）
このように現在の我が国の労働市場は、生産年齢人口の減少分を子育て世代の女性や高齢者の
労働参加により補充することで、労働力人口の減少を食い止めている状況となっています。しか
し、子育て世代の女性や高齢者の就業形態は、様々な事情により制約を受けるため、労働時間の
短いパートなどの非正規雇用が多くなる傾向がみられます。

２．職業別の人手不足の状況
人手不足の状況は、職業によって大きなばらつきがあります。２０１８年１月の職業別有効求人倍
率（全国）を見ると、警察官や自衛隊等の公務員で構成される「保安の職業」を除けば、「建
設・採掘の職業」・「サービスの職業」・「輸送・機械運転の職業」・「専門的・技術的職業」・「販売
の職業」の順で高い有効求人倍率（全国）を示しています。一方で「事務的職業」の有効求人倍
率（全国）は０．５１倍と最も低く、雇用供給が余剰に傾斜しています（図表４）。「サービスの職
業」の中では、介護職員や飲食店従業員、理美容業界の人手不足が顕著になっています。
有効求人倍率が高くなっている職業には、労働時間が常態的に長く、休日・休暇があまり充実
していない印象の職業が並んでいます。
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図表４ 職業別有効求人倍率（２０１８年１月）（倍）

３．雇用形態別の人手不足の状況
人手不足の状況を正社員とパートなどの非正規社員の比較で見ると、特に正社員の人手不足感
が高まっています。２０１７年６月の正社員有効求人倍率（全国）は１．０１倍となり、２００４年１１月の集
計開始以降はじめて１．００倍を超えました。企業にとっての人手不足は、これまでパート・アルバ
イトなどの非正規社員が中心でしたが、将来の人手不足を見込んで、各企業は長期で人を採用し
ようと正社員の求人を増やしています。最低賃金の急激な引上げなど、非正規社員の待遇改善を
すすめる現政権の政策も企業の正社員志向を高めている要因の一つと考えられます。
しかし、「１．労働市場の変化」で述べたように、現在の労働市場は労働時間の短い非正規社
員を希望することが多い女性や高齢者の割合が増加しており、こうした企業側と働き手側の希望
する雇用形態のミスマッチが、正社員の人手不足感をより強めていると考えられます。

４．企業規模別の人手不足の状況
日本銀行が昨年１２月に発表した全国企業短期経済観測調査によると、従業員などの雇用者の過

剰感を示す「雇用人員判断指数」は全産業でマイナス３１と、バブル崩壊直後の１９９２年２月以来２５
年ぶりの低水準となりました。これを企業規模別に見ると、大企業の「雇用人員判断指数」がマ
イナス１９なのに対し中小企業の「雇用人員判断指数」はマイナス３４と、中小企業の雇用状況が特
に深刻となっています。
大企業の積極的な採用活動が中小企業の人材確保に影響を与えていることや、就職売り手市場
の中で若い世代を中心に大企業志向が強くなっていることが見てとれます。

≪人材確保のための雇用管理のポイント≫
１．求人広告の内容を見直す
株式会社リクルートジョブズの調査・研究機関であるジョブズリサーチセンターの『求職者の
動向・意識調査２０１７基本報告書』によると、求職者が仕事探しの際に重視する項目の１位は「勤
務日数（休日、休暇）」となっており、２位以下は「勤務地」・「勤務時間帯」・「勤務時間数」・
「勤務期間（長期・短期）」と並んだ後、ようやく「仕事内容（職種）」となっています。「給与」
や「評価、昇給制度」はさらに後ろで、「職場の雰囲気」や「通勤時間（通いやすさ）」よりも重
視する割合が低くなっています。（図表５）
この調査結果から、最近の求職者は「どんな仕事をして、どのくらい給与がもらえるのか」よ
りも、まず「休みがきちんと取れるか、何時間働くのか、残業はどのくらいあるのか」といった
勤務体系を重視していることがわかります。人材採用を成功させるためには、まず最近の求職者
のこうした特徴を理解し、求職者から魅力的に思ってもらえる職場環境を整えることが必要です。
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図表５ 仕事を探したときの重視点（絶対条件）

人材を採用するためには、ハローワークや民間の職業紹介事業者、または自社のホームページ
などを活用して求人広告を作成しなければなりません。前記の求職者の特徴を踏まえた上で、求
職者の目に留まりやすい求人広告の作成ポイントについて説明します。
① 「勤務体系」は曖昧な部分を作らない
前記のとおり、最近の求職者は休日・休暇や労働時間といった勤務体系を最も重要視していま
す。勤務体系については、できる限り具体的に記載することで曖昧な部分を作らないことが重要
です。勤務がシフトで決まる場合にはシフトの決め方を具体的に記載し、残業や休日出勤がある
場合には時期毎の残業時間や休日出勤の回数、手当の有無まで記載します。最近の求職者にとっ
て「ワークライフバランス（生活と仕事の調和）」という言葉はもはや常識です。プライベート
に充てる時間がどれくらい確保できるのか確認できない求人内容では、求職者の目に留まること
は難しいでしょう。
② 「仕事内容」は業務の範囲を明確にする
仕事内容についても勤務体系と同様に、具体的にわかりやすく記載します。実際に就業した場
合の仕事内容がイメージできるように、「担当する業務の範囲（付随する業務も含む）」ができる
限り明確にわかるように記載することが重要です。例えば、「事務用品・OA機器の営業」とだけ
記載するのではなく、「既存顧客に対して事務用品・OA機器のルートセールスを行っていただき
ます。既存顧客を３０件ほど担当していただき、新製品PR・代替提案のほか、納品やアフター
サービス業務も行っていただきます」と記載することによって、求職者は就職してからの具体的
な働くイメージを持つことができます。このように業務の範囲を明確に記載することで、採用後
の担当業務に対する認識の違いによる早期離職を防ぐことにもつながります。
③ 「採用したい求人像」を明確にする
自社が採用したい求人像を明確にすることも重要です。採用したい求人像を明確にするために
は図表６のように領域ごとに、絶対に必要な「MUST要件」と、できれば備わっていてほしい
「WANT要件」を抽出していくことが有効です。例えば、クリニックで事務職員を募集する場合
に、「外来対応経験１年以上」は絶対に必要、「小児科での勤務経験」があれば尚良い、という具
合です。どのような人材を採用したいのかをうやむやにしたまま求人広告を作成することは、ミ
スマッチな人材を採用してしまうことにもつながります。
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経験・能力の領域 人物像の領域

MUST要件 ・外来対応経験１年以上
・電子カルテ操作経験あり ・規律を守り、協調性がある

WANT要件 ・小児科での勤務経験あり
・（特定メーカーの）電子カルテ操作経験あり ・物事を構造的、論理的に考えることができる

図表６ 領域別のMUST要件・WANT要件（例）

２．職場環境を見直し、多様な人材を受け入れる
職場環境を見直すことにより人材を受け入れる間口を広げ、性別・年齢・国籍などの属性にか
かわらず、多様な人材を受け入れることも人材確保のための有効な手段です。職場環境は、働き
手が職場を選択する際の重要な要素の一つです。多様な人材を受け入れるためには、それぞれの
働き手にとっての制約や志向は何かを考え、職場環境を整備していくことが重要となります。こ
こでは、「子育て世代の女性」・「高齢者」・「外国人労働者」について、それぞれの抱える制約や志
向がどのようなものなのかを確認します。
① 子育て世代の女性
子育て世代の女性は育児や家庭の事情との両立を重視しており、時間に柔軟な職場環境を望む
傾向にあります。総務省が本年２月１６日に公表した『労働力調査』によると、女性が仕事に就け
ない理由として、子育て期の２５～４４歳の年齢層では「勤務時間・休日などが希望と合わない」と
回答した割合が、他の年齢層と比べ高くなっています。また、実際に子供を持つ女性を対象に重
視する就労条件を尋ねると「子育てをしながらでも働き続けられる制度や職場環境」・「勤務時間
が柔軟であること」・「残業があまり多くないこと」との回答が多くなっています。雇用形態別の
内訳をみると、女性の就業者が多い製造業、卸売・小売業、その他の業種ではパートなどの非正
規社員の比率が高く、時間的な制約や家庭の事情との両立志向が強いことがうかがえます。
② 高齢者
労働政策研究・研修機構の『高年齢者の継続雇用等、就業実態に関する調査』（２０１２年）による
と、高齢者の就業目的は６５～６９歳で、「生活の糧を得るため」・「健康にいいから」・「生きがい、社
会参加のため」といった割合が多くなっています。また、内閣府の『平成２５年度高齢期に向けた
『備え』に関する意識調査』では、６０歳以降の希望する就労形態として、「パートタイム（短時間
勤務など）の社員・職員」が５０％を超えています。希望する雇用形態は子育て世代の女性と同様
ですが、体力・健康面の事情から短時間勤務を希望しているので、勤務時間の柔軟性までは求め
ていないと考えられます。
③ 外国人労働者
外国人労働者を受け入れるために、言語・文化の違いに対するサポートや配慮が必要になるこ
とはいうまでもありませんが、雇用慣行の違いについても把握しておかなければなりません。経
済産業省委託『平成２７年度アジア産業基盤強化等事業報告書』（２０１６年、EYアドバイザリー㈱）
によると、外国人労働者が企業に期待する取組みとして、「昇給・昇格の期間短縮」・「能力や成果
に応じた評価」が高い割合となっています。外国人労働者は、年功序列などのいわゆる日本的な
雇用慣行とは異なる志向を持っているため、給与体系や人事評価制度について明確なルールを作
り、十分な説明を行うことが重要になります。

３．従業員の職場定着を図る
限られた経営資源を費やして確保した従業員が早期に離職してしまうことは、企業にとって大
きな損失となります。とりわけ中小企業は、若い世代を中心とした強い大企業志向や、大企業と
の賃金格差・知名度の低さがハンディとなり、従業員の職場定着を図ることが難しい状況となっ
ています。中小企業庁委託『平成２６年度中小企業・小規模事業者の人材確保と育成に関する調査』

ｏ．２６２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１１　経営のアドバイス（板垣）  2018.04.18 16.00.45  Page 10 



経営のアドバイス

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

図表７ 人材定着に関する取組の有効性

（２０１４年２月、㈱野村総合研究所）によると、中小企業の離職率は大企業と比較して恒常的に高
くなっており、入社後３年間の離職率は中途採用では約３割、新卒採用では４割を超えています。
企業が行っている人材定着への取組みについて見てみると、企業側が「有効である」とする取
組みは、「賃金の向上」・「興味にあった仕事・責任のある仕事の割当」・「休暇制度の徹底」の順
で高い割合となっているのに対し、従業員側が「有効である」とする取組みは、「興味にあった
仕事・責任のある仕事の割当」・「休暇制度の徹底」・「資格取得支援」・「雇用の安定化」・「職場環
境への配慮」の順で高い割合となっています。従業員側から見た取組みの有効性を見ると、賃金
の向上よりも、仕事へのやりがいや安心・快適な職場環境を重視する傾向が見られます。（図表７）
従業員の職場定着を図るために、安易に賃金を上げることは有効ではないと考えられます。

次に、従業員の離職理由について見てみると、「人間関係（上司・経営者）への不満」が最も
高い割合となっており、次いで「業務内容への不満」・「給与への不満」と続いています。特に、
入社後３年以内の離職理由では「人間関係（上司・経営者）への不満」の割合が顕著に高くなっ
ています。このことから、従業員の早期離職を防ぐためには、職場の人間関係に常に気を配るこ
とが重要といえます。上司が部下を叱るような場面においても、乱暴な言葉づかいや威圧的な態
度は避けるような配慮が必要です。
従業員の職場定着に向けた対策を講じるためには、従業員が職場に対して抱いている思いを敏
感に感じ取り、離職につながりそうな問題点を早期に把握する必要があります。そのためには、
社内アンケートや面接の実施により従業員の職場に対する意識を把握したり、普段から従業員と
のコミュニケーションをしっかり取ることが重要になります。

≪終わりに≫
「働き方改革」の実現に向けた現政権の様々な取組みにより、過重労働に対する社会の目は非
常に厳しいものとなっています。以前のように、人手が不足している状況でも長時間労働により
生産性を維持するというやり方は難しくなりました。人手不足を解消するためには、雇用管理を
見直し、必要な人材を確保していくしかありません。
これからの企業は、従業員にどのように働いてもらうかに関心を高めていくことが重要となり
ます。働き手の目線に立って職場環境を改善していくことで、従業員の採用・定着の成功につな
がり、さらには多様な人材を受け入れることも可能になってきます。
働く方一人ひとりが、明るい将来の展望を持てる職場環境を整備することで、人手不足はきっ
と解消することができると思います。
【参考資料】
総務省（各年）「労働力調査」／厚生労働省（各年）「一般職業紹介状況」／日本銀行（２０１７年）「全国企業短期経済観測調
査」／株式会社リクルートジョブズ ジョブズリサーチセンター（２０１７年）「求職者の動向・意識調査２０１７基本報告書」
／独立行政法人労働政策研究・研修機構（２０１２年）「高年齢者の継続雇用等、就業実態に関する調査」／独立行政法人労
働政策研究・研修機構（２０１４年）「平成２５年度高齢期に向けた『備え』に関する意識調査」／EYアドバイザリー株式会社
（２０１６年）「平成２７年度アジア産業基盤強化等事業報告書」経済産業省委託／株式会社野村総合研究所（２０１４年）「平成２６
年度中小企業・小規模事業者の人材確保と育成に関する調査」中小企業庁委託
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ポイント：

○ 老舗・長寿企業には学ぶべき共通の特性と秘訣がある。
○ 大廃業時代を乗り越えるため、事業承継への各種支援施策活用を。
○ 事業承継は教育の側面を持ち、重要な点は５つある。

１．老舗・長寿企業の共通特性と秘訣

日本には、昨年（２０１７年）までに創業１００年以上を迎えた“老舗企業”または“長寿企業”
が、３３，０６９社もあるそうです。� そして今年（２０１８年）“創業１００周年”の節目を迎える企業は何
と１，７６０社に上るようですが、この数は今からちょうど１００年前の１９１８年に創業した全企業の３％
にも満たないと言われています。この中には松下幸之助氏が創設した「松下電気器具製作所」（後
の「松下電器産業株式会社」、現「パナソニック株式会社」）や文具類メーカーの「株式会社パイ
ロットコーポレーション」などの大手企業も含まれていますが、その多くは中小企業です。
偶然ではありますが、私の実家が営む企業もお陰様で今年１００周年の仲間入りを果たすことが
できました。祖父の時代に木材専門店からスタートし、現在は総合住宅資材企業へと成長した、
いわゆるファミリー企業ですので、私は、この会社が父・兄・甥という経営者の世代交代をして
いく様子を“第三者”よりも近い位置（第二．五者？）から見ることができました。その間、時
代の変化に対応しつつ、オイルショック、バブル経済崩壊、リーマンショックといった大きな経
営課題を乗り越えてこられたのは、経営陣が多くの危機の経験からリスク対応策を学び、それと
同時に、生き残りをかけた抜本的な経営の舵取りに取り組んできた結果ではないでしょうか。
私は実家に限らず、大手化学企業での経営企画室勤務経験、独立してからの経営コンサルタン
ト経験、さらに大学・大学院での教授・研究者経験を通して、多くの“老舗・長寿企業”につい
て研究してきましたので、以下にその共通する特性や秘訣を整理し、列挙してみました。

① 組織理念の共有と浸透
② 環境変化への迅速対応と将来ビジョンの構築
③ 異なるタイプの人材構成
④ 相互に“リスペクト”し合える組織風土
⑤ プロ意識をもった自律型組織（特に経営陣のリーダーシップと教育姿勢）

これらは、いわゆる「学習する組織」または「サステイナブル企業」の要件とも言えそうで
す。

経営のアドバイス

中小企業における後継経営者問題の実態と対応策へのヒント
～老舗・長寿企業に学ぶ、後継者バトンタッチ術～

学び直しの経営塾「寺子屋カレッジ」
塾長 吉田 健司

�東京商工リサーチ「全国「老舗企業」調査」より http : //www.tsr-net.co.jp/news/analysis/２０１６１２０２_０１．html
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２．中小企業の大廃業時代到来

世界レベルで見ると、１００年以上続いている老舗・
長寿企業の約３割が日本企業で、これはダントツの多
さなのですが、その９９．７％を占める中小企業で休廃業
の件数が増加しています。２０１６年は２９，５８３件と過去最
多の休廃業となっていますが、何とそのほぼ半数が赤
字ではなく「黒字廃業」だったというのは驚くべきこ
とです。要するに休廃業となった一番の理由は、赤字
体質ということではなく、後継者不足すなわち後継ぎ
がいないことだったのです。このことについて経済産
業省は、今後１０年間で約６５０万人の雇用が失われ、約
２２兆円のGDP（国内総生産）の消失につながると試算
しています。それだけでなく、高い技術力のある企業
が担い手を失うことによる社会的損失についても懸念
されています。�

また２０１７年１２月現在で７０歳以上の経営者（大企業等
含む）は１２１万人いますが、２０２５年には２４５万人に倍増
するとの見通しがあり、高齢化率はさらに高まるもの
と見込まれます。そしてそのほぼ半数にあたる１２７万
社については後継者が未定ということが大きな問題と
なっているのです。すなわち「大廃業時代」が近づい
てきており、日本の産業基盤の劣化やグローバル競争
力の喪失などが危惧されています。
では、図表１．「中小企業の経営者年齢の分布」�と
図表２．「社長の平均年齢と交代率の推移」�、そして
図表３．「休廃業・解散 倒産件数年次推移」�をご覧
ください。これらは、帝国データバンクや東京商工リ
サーチの調査に基づく資料ですが、ここからは経営者
が高齢化している現状や、日本の経済にとって「休廃
業」による企業の撤退が「倒産」よりも大きなインパ
クトとなっている様子を読み取ることができます。
昨今では、中小企業の廃業と後継者“未定”等の現
状について、各経済紙やビジネス誌（例：週刊「ダイ
ヤモンド」誌２０１８．０１．２７号 特集「廃業or承継」）な
どが大きく取り扱うことも増えてきたので、そういっ
たものも是非ご参照ください。

年
休廃業・
解散

前年比 倒産 前年比

２００７ ２１，１２２ ３．３８％ １４，０９１ ６．３９％

２００８ ２４，７０５ １６．９６％ １５，６４６ １１．０４％

２００９ ２５，１７８ １．９１％ １５，４８０ ▲１．０６％

２０１０ ２６，０８６ ３．６１％ １３，３２１▲１３．９５％

２０１１ ２５，２７３▲３．１２％ １２，７３４ ▲４．４１％

２０１２ ２７，２６６ ７．８９％ １２，１２４ ▲４．７９％

２０１３ ２９，０４７ ６．５３％ １０，８５５▲１０．４７％

２０１４ ２７，１６７▲６．４７％ ９，７３１▲１０．３５％

２０１５ ２７，３４１ ０．６４％ ８，８１２ ▲９．４４％

２０１６ ２９，５８３ ８．２０％ ８，４４６ ▲４．１５％

（単位：件）

東京商工リサーチ調べ

図表３ 休廃業・解散 倒産件数年次推移
�経済産業省「２０１７年版中小企業白書 概要」および経済産業省四国経済産業局「中小企業の円滑な事業承継
に向けた集中支援について」（平成２９年１０月２０日）の【別添資料】より
�「２０１６年版中小企業白書」のデータに基づいて作成 http : //www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H２８/h２８/
html/b２_６_２_１．html

�帝国データバンク「全国社長分析（２０１７年）」より http : //www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p１７０１０６．pdf
� 東京商工リサーチ「２０１６年「休廃業・解散企業」動向調査」より http : //www.tsr-net.co.jp/news/analysis/
２０１７０１１９_０１．html

図表２ 社長の平均年齢と交代率の推移

図表１ 中小企業の経営者年齢の分布（年代別）
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図表４ 後継者選定状況・親族外承継の現状（中規模法人）

３．事業承継のパターンと後継者未定の実態

では、事業承継の主なパターンを見てみましょう。大きく分けると、図表４�の中央および右
のグラフに示されるように、①親族内承継・②従業員承継・③第三者承継、という３つのパター
ンがあり、このうち自分の子どもなどに継がせる①が４割超�と一番多いのですが、親の苦労す
る姿を見てきて「会社経営のリスクよりも、会社勤めのサラリーマンのほうが良い」と考える親
族が増えてきていることも後継者未定の大きな要因になっています。また②の内部昇格や、③の
外部招へいという、親族以外が継ぐケースも増えてきていますが、多くの場合は社内人材が後継
者となる傾向にあります。一方、M&A（企業の合併・買収）という方法も政府は促しています。

ここで後継者問題についてのあるアンケート結果をご紹介しましょう。� その調査によれば
「相談相手がいない」と答えた経営者が３６．５％もおり、廃業時に誰にも相談しなかった理由とし
て、次のように回答しています。

「相談しても解決するとは思えなかった」‥４０％
「相談しなくても何とかできると思った」‥２２％
「企業のことは誰にも相談しないと決めていた」‥１８％
「その他」‥２０％

この結果で注目すべきは、何と言っても「経営者に適切な相談相手がいない」という事実です。
中小企業の経営者は孤独だと言われたりしますが、たとえ商工会議所のメンバーやロータリーク
ラブなどの団体に属していても、真に相談できる相手が身近にいないのです。第三者的立場から
守秘義務をきちんと守り、的確なアドバイスができる存在が求められているということです。

�経済産業省「２０１７年版中小企業白書 概要」より
http : //www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H２９/PDF/h２９_pdf_mokujityuuGaiyou.pdf

�図表４・「後継者が決まっている４１．６％」＋「後継者候補あり２７．５％」＝６９．１％に「親族内６６．６％」を掛けた
約４６％

�帝国データバンク「中小企業・小規模事業者の廃業に関するアンケート調査」より
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図表５ 経営の引継ぎに関する課題と対策・準備状況（後継者決定・未決定）

また図表５�のデータが示すように、事業承継の準備を周囲が勧めてくれるような環境にある
企業では、後継者の決定割合が高いということも言われていますので、関連するセミナー等に足
を運んでみるなどして、相談できる相手を見つけることも事業承継を進める上では有効かと思い
ます。��

は

よく自分の子供への成長期待感から「這えば立て、立てば歩めの親心」などと言いますが、事
業承継で親族承継の場合も同様の気持ちで接する傾向は強いのではないでしょうか。ともすれば
過剰な期待からついつい厳しい目で見てしまい、そのプレッシャーが後継者のストレスとなった
り逆に反抗的な姿勢を作り出したりすることもあります。そこで重要なのは上述した「相談相
手」の存在です。一般的には顧問の公認会計士・税理士、取引金融機関、親族などが挙げられま
すが、後継者問題で悩んだ異業種の友人・知人や学生時代の仲間などは、ストレートに重要なポ
イントを指摘してくれることも多いのではないでしょうか。また子どもとの関係では、長い目で
見てあげる“思いやり”が成長の糧になるということも付け加えておきたい要素です。

４．政府による事業承継への支援施策

事業承継への公的な支援も確認しましょう。まず、経済産業省は社長が６０歳を迎えた段階で
「企業健康診断」として次のような施策を提示しています。

１）事業承継診断によるプッシュ型支援による事業承継ニーズ掘り起こしとなる「経
営者の『気付き』の提供」

２）後継者や経営者による合理化、ビジネスモデルの転換といった、経営革新への支
援など、早期承継インセンティブ強化による「後継者が継ぎたくなる環境整備」

３）小規模M&Aマーケット形成の「後継者マッチング支援強化」
４）サプライチェーンや地域での事業承継、事業統合・再編の促進を通じた「事業か
らの退出や事業統合しやすい環境整備」

５）経営スキルの高い外部人材を活用しやすくする「経営人材の活用」
�経済産業省「２０１７年版中小企業白書 概要」より
http : //www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H２９/PDF/h２９_pdf_mokujityuuGaiyou.pdf

�参照：「２０１４年版中小企業白書」第３章 事業承継・廃業－次世代へのバトンタッチ－
�参照：帝国データバンク「２０１７年 後継者問題に関する企業の実態調査」
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経営のアドバイス

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

66
5 30 70 6

70 14 30 51
70

5

5 25 30
29 1,000 5 2,000, ,

図表６ 事業承継に関する課題と対応の方向性（事業承継５ヶ年計画）

各施策の詳細な内容については図表６�をご参照ください。

また経済産業省・中小企業庁は、中小企業の早期事業承継にインセンティブを与えるため、補
助金制度を新設しました。団塊世代経営者の大量引退時期が迫る中、計画的な事業承継を促進
し、後継者不足による“黒字廃業”を減らそうと、動き始めています。xiii さらに、中小企業庁
は「経営者のための事業承継マニュアル」を公表し、廃業回避策を打ち出しています。xiv

このほか経済産業省・中小企業庁は、M&Aを活用した事業承継を支援するため、再編統合に
よる経営強化策を加えた「経営力向上計画」を申請することで、登録免許税（従来比１／５相
当）、不動産取得税（従来比１／６相当）の減額等が受けられるようにしており、税制面からも
中小企業の新陳代謝を加速しようという取組みが始められています。xv

５．後継経営者へのバトンタッチと心構え

後継経営者に求められる資質または技能として、まずそのリーダーシップ能力があげられます
が、「自分に付いてこい」タイプのものだけでなく、部下の仕事がしやすくなるような環境整備
に重点をおいた「サーバント・リーダーシップ」というスタイルも注目されています。後者の方
は日本の社会に合っているとの指摘もあり、再評価したいものです。また前社長が会長になり、
自分が新社長に就任するという例もよく見受けられます。両者が並走する“バトンタッチ期間”
が設けられた場合、前社長や番頭陣たちの功績を称えつつ、その間にじっくり自己を磨いていく
フォロワーシップ（リーダーの補佐的心構え）や、サクセッサーシップ（後継者としての心構
え）なども極めて重要なステップと考えられます。話は飛躍しますが、リオ五輪、男子４００mリ
ⅻ中小企業庁「中小企業の事業承継に関する集中実施期間について（事業承継５ヶ年計画）」より
xiii出所：日刊工業新聞２０１７．０４．２７
xiv出所：日本経済新聞２０１７．０５．０１
xv出所：日刊工業新聞２０１８．０２．１２
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経営のアドバイス

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

１ 現代表（社長）と後継候補者との意識の共有 ６０．４

２ 早期・計画的な事業承継の準備 ４６．３

３ 経営状況・課題を正しく認識 ４５．７

４ 早めに後継者を決定 ４２．７

５ 今後の経営ビジョンを持つこと ３５．０

６ 他の役員・従業員・株主の協力 ３４．３

７ 事業の将来性、魅力の維持 ３２．８

８ 社内での業務経験 ２９．１

９ 取引先や金融機関の理解・協力 ２６．８

１０ 承継後の経営は後継者に任せる ２６．４

（％）

注１：以下、「事業承継の目的の明確化」（２２．８％）、「先代と現代表（社長）で密接なコミュニケー
ションを図る」（２２．８％）、「法務面や税務面など信頼できる専門家を見つけて相談」
（２０．５％）、「取引先や同業者など社外での業務経験」（１６．１％）、「外部機関のサポート」
（１３．０％）、「教育機関などでの勉強」（７．４％）、「その他」（１．８％）、「特にない」（３．０％）

注２：母数は有効回答企業１万２１４社

図表７ 円滑な事業承継に必要なこと
（複数回答、上位１０項目）

レーで、日本チームが見せてくれた絶妙なバトンパスはまだ記憶に新しく、日本のお家芸として
事業承継にも活かしていきたいものですね。

中小企業だけでなく、小規模事業者においても、後継ぎ問題で悩んでいるところは多くありま
す。かつて私の行きつけの理容店・店主からの依頼で、理容協会での講演を依頼されたことがあ
ります。後継者問題で悩んでおられる店が多いと聞きましたので、講演用にいろいろ事前調査し
てみたところ、息子・娘さんから見て、「現役の店主である父の自宅における態度を見て、魅力
的な仕事のようには思えなかった」というようなアンケート結果が多いことが判明しました。し
かし実際に後を継いでみると、やりがいのある仕事だった、ということでした。そこで「親が自
宅で楽しそうに振る舞えば、その仕事が魅力的に映るのではないか」というような趣旨でお話さ
せていただいたところ、後日「親子関係の改善が事業承継に役立った」とのお声もいただきまし
た。後継者教育で一番大事なのは、“親の背中を見せる”ということかもしれませんね。

図表７���には、「円滑な事業承継に必要なこと」がまとめられていますので、こちらも是非ご
参照いただきたいと思います。

���帝国データバンク「事業承継に関する企業の意識調査（２０１７年）」より
https : //www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p１７１１０３．pdf
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経営のアドバイス

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

またオマケですが、これまで私が携わってきましたコンサルタント業務経験から、事業承継時
のアドバイスをまとめてみましたので、併せてご参考にしていただけましたら幸いです。

１．後継者には、遣り残した仕事を残してあげること！
２．完成された盤石な会社はない、と思うこと！
３．厳しい事業環境を経験させてあげること！
４．後継者を見守る期間（２～５年）を決めること！
５．自分の子に継がせるなら早い時期から教育すること！
（他社修行も有意義な教育のひとつ）

最後に、ピーター・F・ドラッカー氏が述べている「経営者の職責」をご紹介しましょう。
それは「現存の資源を用いて最高の成果をあげることである」としていますが、その“成果”
とは次の３点です。

① 経済的な直接的成果
② 商品価値作りとその価値の強化
③ 明日のための人材（後継者）の育成

上記①と②は経営基盤を盤石にすることで、一般に言われている「経営力強化」のことです
が、③はゴーイング・コンサーン���としての企業の担い手を育てていくこと、すなわち、“教育
者”としての側面が不可欠と言えるのではないでしょうか。

＜執筆者略歴＞
１９５０年生まれ。岐阜県出身。１９７３年早稲田大学理工学部（工業経営学科）卒業、１９７５年同大学院

修士課程修了。
１９７５年 旭化成工業（現、旭化成）入社。主に経営企画スタッフとして、全社中長期計画／戦略

の策定に従事。
１９８３年 同社より、米国イリノイ大学大学院ビジネススクールに派遣留学・卒業（MBA取得）。
１９８９年 中小企業向け社外経営企画室業務としての株式会社ビット８９を設立、同社代表取締役に

就任。
２００３年 中国に合弁企業「遼寧中旭智業 有限公司」（シンクタンク兼コンサルティング）設立。
２０１０年 淑徳大学国際コミュニケーション学部および大学院教授（専門：経営戦略論）に就任。
２０１２年 同大学経営学部及び大学院教授に就任。２０１５年３月淑徳大学教授職を退任（定年）。
２０１６年４月 社会人のための学び直し経営塾「寺子屋カレッジ」開校。

※参考 URL：http : //www.terakare.com

●主な著書
「実践！MBAトレーニング 中国ビジネスのケーススタディ」PHP研究所（２００４．０１）
「即戦力が身につく！最強のMBAバイブル」PHP研究所（２００３．０７ 第２刷：２００６．０４）

���ゴーイング・コンサーン（Going Concern）とは、「継続企業」の意。各種制度は、この「企業が将来に渡り
事業を継続して行く」という仮定を前提として作られている。
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０１８年１～３月期 実績

前期に比べ、売上DI（△３）は８ポ

イント低下、利益DI（△１４）は５ポイ

ント低下。売上DIは４期ぶりにマイナ

ス。利益DIも３期連続の低下となっ

た。機械製造業や建設業を除き幅広い業

種で業況が後退した。

２．２０１８年４～６月期 見通し

売上DI（△３）は前期比横這い、利

益DI（△８）は前期比６ポイント上

昇。ホテル・旅館業の他、幅広い業種で

業況が持ち直す見通し。

項 目
２０１５年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１６年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１７年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６

見通し

売上DI △２３ △９ △９ △９ △１９ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３
利益DI △１９ △８ △１０ △７ △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △８

定例調査

売上DIは４期ぶりのマイナス
第６８回 道内企業の経営動向調査

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年５月号
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０１８年１～３月期実績）

２０１７年
４～６

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 売上・利益とも前回見通しより低
下。

売上ＤＩ ３ １ ５ △３ △１ △３
利益ＤＩ △４ △７ △９ △１４ △９ △８

製造業 横這い圏の動き。
売上ＤＩ △１ △４ △３ △６ １ ０
利益ＤＩ △６ △１２ △１４ △１１ △６ △７

食料品 畜産を中心に持ち直しの動き。
売上ＤＩ △２８ △１０ △８ △３ １７ △６
利益ＤＩ △３２ △１７ △２５ △２２ △３ △１３

木材・木製品 一進一退の動き。
売上ＤＩ １０ △１１ ６ △７ △１３ ７
利益ＤＩ １５ △１１ ６ △１４ ０ ０

鉄鋼・金属製品・
機械 機械の持ち直しが上昇に寄与。

売上ＤＩ ６ △６ △３ ３ ０ ３
利益ＤＩ ０ △１４ △１０ ３ △３ △６

非製造業 人手不足やコスト増加が業況の重
荷。

売上ＤＩ ４ ３ ８ △２ △１ △４
利益ＤＩ △４ △６ △７ △１５ △１０ △８

建設業 住宅に減速感見られるが総体では
底堅く推移。

売上ＤＩ ５ １ ７ ６ △４ △１６
利益ＤＩ △４ △６ △１ １ △７ △１４

卸売業 資材卸に減速感。食品卸・機械卸
も弱い動き。

売上ＤＩ △５ △８ ８ △７ △１０ ０
利益ＤＩ △８ △６ △２ △２７ △１０ △１２

小売業 原油高が燃料店の売上を押し上げ。
その他の小売業は弱含みで推移。

売上ＤＩ ２ ８ １９ △４ １４ ７
利益ＤＩ △８ △２ ２ △２９ △７ △４

運輸業 貨物は横這いながら、旅客が低
調。人手不足が重荷。

売上ＤＩ ３ △１１ △６ △２１ ６ △１７
利益ＤＩ △６ △９ △３２ △２８ △１５ △１０

ホテル・旅館業 売上低下が続いたものの、利益は
持ち直しの動き。

売上ＤＩ １８ ２７ ７ △６ △１３ ２８
利益ＤＩ ２４ １８ △１３ △６ △１３ ３３

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１５年
１０～１２

２０１６年
１～３

２０１６年
４～６

２０１６年
７～９

２０１６年
１０～１２

２０１７年
１～３

２０１７年
４～６

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △９ △１９ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △１ △３
利益ＤＩ △７ △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △９ △８

札 幌 市
売上ＤＩ △５ △２５ △１３ △４ △９ △３ ４ ４ ６ △１ △２ ８
利益ＤＩ △３ △１７ △１１ △１ △９ △９ △１０ △５ △１２ △１６ △１１ △５

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △１ △８ ０ △９ ６ △２ １３ １０ ３ ６ ９ △４
利益ＤＩ １ ７ ８ ６ △２ △４ ８ △８ △３ △３ ５ △３

道 南
売上ＤＩ △１１ △１７ △３ ０ ６ △１２ △１５ △４３ △１３ △２９ △１８ △２４
利益ＤＩ △５ △１７ ５ △５ ６ △２７ △２１ △４６ △３６ △３６ △３６ △２７

道 北
売上ＤＩ △２５ △２４ △１３ △１３ △５ △９ △７ ４ １１ △１０ △４ △１０
利益ＤＩ △１６ △１７ △７ △２０ △１０ △７ ０ ４ ２ △６ △１１ ０

道 東
売上ＤＩ △１８ △１８ △９ △１２ △９ △４ ８ ３ １０ ０ ３ △１０
利益ＤＩ △１８ △１７ △１６ △１７ △９ △８ ０ ０ △３ △１７ △３ △１７

定例調査

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年５月号
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＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６５％） ＋１ ホテル・旅館業（８９％）、運輸業（８３％）、建設業（７８％）の人手不足
が続く。

�原材料価格上昇（４４％） ＋４ 製造業・非製造業ともに上昇。特に、運輸業（６６％）は２１ポイント、
ホテル・旅館業（６７％）は２０ポイントの上昇。

�諸経費の増加（３７％） ＋２ ホテル・旅館業（５０％）で１７ポイント上昇。

�人件費増加（３２％） ＋２ 運輸業（４１％）で１１ポイント、食料品製造業（５０％）で６ポイントそ
れぞれ上昇。

�売上不振（２９％） ＋４ 製造業・非製造業とも前期比上昇。

�過当競争（２４％） △２ 小売業（５２％）で５０％を超える。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第６８回定例調査（２０１８年１～３月期実績、２０１８年４～６月期見通し）
回答期間：２０１８年２月中旬～３月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ② ② ③ ② ① ① ① ① ① ① ① ①
６５ ５２ ６６ ３６ ５０ ４４ ６９ ７８ ４３ ６８ ８３ ８９ ７２
（６４）（５４）（５３）（４４）（５８）（５９）（６７）（８１）（４７）（６０）（８５）（８０）（６３）

�原材料価格上昇
② ① ① ① ① ① ③ ③ ① ② ②
４４ ６５ ７５ ７９ ６２ ４４ ３６ ３２ ４３ ２３ ６６ ６７ １７
（４０）（６０）（７２）（６９）（４８）（５０）（３２）（２７）（３５）（４０）（４５）（４７）（１５）

�諸経費の増加
③ ③ ③ ③ ② ② ③ ③ ③ ③
３７ ３８ ５０ ２９ ３８ ２２ ３７ ３３ ３８ ３４ ５９ ５０ ２８
（３５）（３２）（４７）（３１）（２９）（１４）（３６）（３２）（４５）（２５）（５２）（３３）（２７）

�人件費増加
③ ③ ②

３２ ３３ ５０ ２１ ２４ ２８ ３２ ３２ ２４ ３０ ４１ ４４ ３５
（３０）（２９）（４４）（１９）（２６）（１４）（３０）（３４）（２０）（３３）（３０）（４７）（３１）

�売上不振
② ③ ③ ③ ③

２９ ３６ ２８ ４３ ３８ ３９ ２７ ２４ ２６ ４３ １４ ２２ ２８
（２５）（３０）（２５）（４４）（３２）（２７）（２３）（１６）（３０）（３０）（１２）（２０）（２７）

�過当競争
② ③

２４ １１ ９ ７ １５ １１ ２８ ２６ ２９ ５２ ７ ６ ２８
（２６）（１２）（１７）（６）（１３）（９）（３２）（３６）（３３）（５３）（１２）（７）（２７）

�販売価格低下 ９ ６ ６ ７ ３ １１ １０ ２ １６ １６ ３ １１ １５
（１２）（１０）（１１）（６）（６）（１４）（１３）（５）（２３）（２０）（３）（１３）（１５）

	設備不足 ７ １６ ２２ － １５ ２２ ４ １ ５ ２ － １７ ４
（７）（１２）（１４）（１３）（１０）（１４）（５）（３）（３）（３）（３）（２０）（１０）


価格引き下げ要請 ８ ９ ６ ７ １２ １１ ７ ２ ２１ ２ ３ － ９
（６）（５）（６） － （６）（５）（７）（５）（１３）（３）（６） － （８）

�資金調達 ４ ５ ３ ７ ６ ６ ４ ２ ５ ５ － ６ ４
（５）（７）（８） － （１０）（５）（４）（５）（７） － （３）（７）（２）

�代金回収悪化 ２ １ － － ３ － ２ － ５ ５ － － －
（１）（１） － － （３） － （１） － （３）（３） － － －

その他 ３ ７ １３ ７ ６ － ２ １ － ２ ３ － ４
（２）（５）（３）（６）（３）（９）（１）（１） － （３） － － （２）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８１ １００．０％
札幌市 １５５ ４０．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７９ ２０．７
道 南 ３４ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５０ １３．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６３ １６．５ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ３８１ ５４．３％
製 造 業 １９７ ９８ ４９．７
食 料 品 ６８ ３２ ４７．１
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １４ ４２．４
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３４ ５６．７
そ の 他 の 製 造 業 ３６ １８ ５０．０
非 製 造 業 ５０５ ２８３ ５６．０
建 設 業 １３８ ８３ ６０．１
卸 売 業 １０５ ５９ ５６．２
小 売 業 ９３ ４５ ４８．４
運 輸 業 ５３ ２９ ５４．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １８ ５１．４
その他の非製造業 ８１ ４９ ６０．５

業種別回答状況

定例調査
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今回の調査では、人手不足が売上の減少につながるなど企業の経営に大きな影響を与えて

いる様子が見られました。一方で景気の緩やかな回復やインバウンド増の影響などで業況に

明るさの見えている企業もあります。そして、そのような環境の変化に対し、各企業で生産

性の向上・商品開発・新規事業・賃上げ・事業の見直しなど、様々な動きが見られます。以

下に企業から寄せられた生の声をご紹介いたします。

１．食料品製造業 ２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

＜水産加工業＞ 経年劣化も含めて、設備・
機械の補修やメンテナンスが今後必要になっ
ていく。売価を変更せず利益を確保するた
め、歩留まりの見直し等製造効率の改善や一
般管理費の削減等に取り組む必要がある。

＜乳製品製造業＞ 昨年中は、売上が伸びな
かったが、年が明けて盛り返した。今後の見
通しも明るく、かなり挽回できる見通し。主
原料である生乳の生産量は、道内では回復基
調にあるが、都府県は不調。道内から都府県
へ飲用不足分を送っていることから、道内の
加工向け乳などが不足気味である。来期も同
様の状況が続く見込み。

＜食品製造業＞ 新幹線開業のマイナス効果
が出始めている。次なる売上の柱として札幌
市内での卸し売りおよび飲食店営業を考えて
おり、不動産の調査に取り組み始めた。

＜食品製造業＞ マンパワーが必要となる製
品については、廃止するなどして作業の平準
化を進める。また価格転嫁が難しい製品につ
いては、統廃合を進め生産性を高めたい。

＜製材業＞ 公共事業のRC造に特化した製
品を中心に製造・販売していたが、昨年は人
手（職人）不足によりRC造の建物が激減。S
造の建物や木造の建物が増加した。幸い、開
発を進めてきたパネルが昨年大臣認定を取得
した事もあり、今年は木造用パネルの販売を
強化していきたい。

＜金属製品製造業＞ 平成２８年度に塗装設備
の老朽化のため新工場・新設備を導入。その
結果塗装関連の受注が前年度の倍近くまで伸
びた。人手不足が解消すれば加工と塗装の一
貫受注を目指す。

＜機械器具製造業＞ ２～３月は納期が集中
するが、インフルエンザ等による欠勤者も多
く、休日出勤も含め超過勤務を増加せざるを
得ない状況。社員の健康管理や事故・怪我の
防止について、より一層の注意を促していく
必要がある。

＜印刷業＞ 前期が好調だったため、課題で
あった人材採用に注力。しかし下期の業績不
振により、利益の押し下げ要因となった。時
間はかかるが人材育成を継続し収益につなげ
ていきたい。また、新規事業にも取り組んで
いる。現状では収益性が低いものの、将来的
な事業の柱となるよう成長させていく予定。

経営のポイント

人手不足を契機に事業の見直しに動き
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

＜紙製品製造業＞ 道内の紙加工は全般に先
行きが不透明で、売上・利益増につながる具
体案が少ない。道外からの受注割合を大きく
していきたい。

＜内装工事業＞ 人材確保について、福利厚
生が不十分で機会を逃すケースがあった。有
資格職工の人手不足は当分解決できないの
で、まずは選別受注を進めたい。

＜建設業＞ 通期では増収・増益の見込だ
が、期の後半は人手不足により技術者がフル
稼働の状態となり、新たな受注ができなかっ
た。結果、来期への繰越工事が少なくなり、
来期は減収の見込み。

＜建設業＞ 建設投資は、今後減少していく
と予想。タイムリーな現場の採算等の把握が
重要になると考え、独自の原価管理システム
の開発を行っている。

＜建設業＞ 平成２８年の台風被害で、平成２９
年は多くの公共工事があったものの、最低制
限価格での落札が多く、内容は良くなかっ
た。平成３０年は、昨年の残工事で各社の受注
は確保されていると思うが、今後、価格競争
はやめるべきと感じる。

＜機械器具卸売業＞ 売上・利益ともに足元
は厳しい。クリーニング業界自体、売上低迷
と後継者不足に伴う廃業が増加している。一
部のコインランドリー特需も長続きはしない
と見ている。若手社員への技術継承を考え、
定着率アップのために賃上げを実施したが、
売上も流動的な為、コスト増を招く懸念があ
る。

＜作業用品卸売業＞ 業績は良好。運送料金
の値上げと、それに伴う仕入価格上昇という
逆風はあるが、配送方法の見直しや一部価格
転嫁等により吸収図っている。生産性の向上
のため、Eコマースへの移行も促進。新規開
拓の体力捻出に注力している。

＜自動車部品卸売業＞ 消費者が安価な輸入
部品等の価格をネットで調べ、整備工場等と
価格交渉を行う為、その余波で売上や利益の
確保が難しくなってきている。良質な部品使
用のメリットを業界一丸となって発信する事
が急務と思われる。

＜建材卸売業＞ 世界的な経済好調に伴い木
材輸入価格上昇。北米・欧州・国内全て強含
み。扱い数量には変動なく、価格転嫁できる
までのタイムラグに今しばらく悩まされそう
な状況。

＜建材卸売業＞ 当地ではホームセンターと
ワークショップの出店が多く、同業他社がど
んどん閉店に追い込まれている。相手が大規
模な為、如何に専門店化するかに苦慮してい
る。

＜靴卸売業＞ 既存の販売先が不振で、ネッ
トやディスカウント店が伸びている。単価は
下落傾向となり、販売数の増加にもかかわら
ず、売上は伸びにくい。運賃の値上げ分は物
流の集約で吸収を図っている。

＜鋼材卸売業＞ 丸棒・鋼材の急騰で仕入高
の販売安が続く。在庫についてもメーカーが
販売制限をしているので利益が出せない環
境。

経営のポイント
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７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

＜作業洋品店＞ 売上の伸びが鈍化してきて
いる。これまで成功してきたやり方・考え方
を見直し、原点回帰と、新たな仕組みに変え
ていくことに取り組む。

＜食料品小売業＞ インバウンド客の増加が
見受けられるため、外国語表記や免税対応の
強化を進める。

＜運輸業＞ 人手不足を主要因として不採算
部門から撤退した結果、売上は減ったが資金
繰りは良くなった。

＜観光ホテル＞ 海外個人客の集客は好調。
国内宿泊者は減少一途であり、東京オリン
ピック以降を見据え、営業推進体制の再構築
を要す。

＜都市ホテル＞ 宿泊部門を中心に売上・利
益が伸びた。料飲部門においては利益の出に
くい部門の営業内容を変更し利益増。今後は
ホテルの新規開業が増え、競争激化となるの
で、まずは既存事業の競争力維持・向上に努
める。

＜不動産賃貸業＞ 業界環境がネットの普及
により一段と悪化、減少基調に歯止めかから
ず。昨年２４時間営業を取止め、人員削減に着
手。新年度収益改善を見込む。

＜歯科技工業＞ 売上は今年に入り好調。し
かし業界の問題点として、技工士を養成する
学校の定員割れがある。また数の減少に加
え、高齢化も進んでいるので、将来、歯科医
院からのオーダーに対応できなくなることが
予想される。

＜建設機械器具リース＞ 限られた機械・人
員をいかに稼働させていくかが収益向上のカ
ギ。稼働率を左右する要因を分析し徹底的な
改善を図っていく。顧客との交渉について
も、対等の立場で臨みたい。

＜建設コンサルタント＞ 売上・利益などは
比較的落ち着いている。全体の人手には過剰
感もあるが、年齢の高い世代の大量退職を控
え、若手・中堅層には不足感がある。うまく
調整しなければ技術力の低下を招くため、当
面は過剰気味でもある程度の人的投資は必要
と考えている。

＜廃棄物処理業＞ 建設系の産業廃棄物の受
注が伸びている。特に改修工事系の案件が多
く、夜間作業も増加。例年、冬場は建設系の
廃棄物が落ち込むが、大型の新築工事が続
き、改修工事がずれこんでいる模様。

＜自動車整備業＞ 今年は雪が多く、事故車
の入庫が昨年の２００％となり、売上が増加。
しかし、新車の動きが悪く、トータルの売上
は下がると見ている。

経営のポイント
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― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

経済コラム 北斗星

少子化の下での大学教育と企業の人材確保
３月末をもって北洋銀行の取締役会長を退任し、４月から同行の非常勤顧問に就任した。

当面、引き続き私が本コラムを担当させて頂くので、宜しくお願い申し上げる。

企業にとって４月は新入社員を迎える時期だ。街中では黒いスーツに身を固めた若者の姿

が目立ち、その新鮮な、溌刺とした姿が微笑ましい。新入社員の社内研修が始まる一方で、

人事担当部署では早くも明年の新規卒業者の採用活動が始まる。近年の採用活動において

は、学生からいわゆるエントリーシートを提出してもらい、第１次の書類選考を経て、面接

等の第２次試験に移るのが一般的だ（経団連は選考解禁を６月としている）。４月１日付北

海道新聞によると、大企業においては、エントリーシートによる第１次選考を、過去のデー

タを活用したAIにより行い、採用事務の効率化を図る先も出てきているとのことだ。学生

サイドからは、「ちゃんと見てもらえるのか心配」との声が出ているという。企業の採用活

動といえば、採用側と学生の人物評価を巡っての格闘であったころを思うと、AIによる適

正評価というのは少し空しい気がしないでもない。

ところで、大学生の採用に関し、採用側が大学時代の学業成績をあまり重視しなくなった

と言われて久しい。企業が欲しい人材は、大学の成績では測れないという議論は昔からあっ

た。経団連の会員企業に対する調査（平成１６年）によれば、企業が重視する学生の資質は、

第１位が「コミュニケーション能力」（８７％）、次いで「主体性」（６３％）、「協調性」（４９％）、

「チャレンジ精神」（４６％）の順であった。大学では、専門能力、理解力、判断力などの「認

知能力」の育成が期待されるが、大学卒業生を受け入れる企業側では、「非認知能力］中心

のジェネラリストを重視する傾向が強く、大学の専門性の高い教育と企業の人柄重視の姿勢

との間に捻じれ現象が存在しているとみることも出来る。

もっとも、大学側においても社会の変化に対応し、近年、経済界が必要とする人材の育成

に注力する動きも活発化してきている。先般、小樽商科大学のグローカル戦略推進センター

の会議に出席する機会があったが、同大学では、学生の能動的な講義への参加をとりいれた

アクティブラーニングという教育方法の開発に努め、グローバル（地球規模）の視野で考

え、ローカル〈地域視点〉で行動できるグロ一カル人材の育成に取り組んでいる。こうした

取り組みは、認知能力と非認知能力の双方の調和のとれた人材の育成を目指すものとして注

目される。大学事情に詳しい方の話によると、最近の大学生は講義には比較的真面目に出席

するという。一方で、ある大学の卒業生に対する「在学中に力を入れた取り組みについて」

というアンケート調査によると、５段階評価で、平成１８年卒業生では、最上位の５段階が

「部活やサークル」、４段階が「専門科目」と「ゼミナール」であったのに対し、平成２６年卒

業生では、５段階が「部活やサークル」で変わらず、４段階評価に「専門科目」と「ゼミ

ナール」に加え「アルバイト」が登場したという。少子化の進行の下で、大学入学はますま

す容易に、企業の採用はますます売り手市場になることが想定される。果たして我が国の

「人的資本」の質の行方は、如何なる方向に向かうのであろうか。

（平成３０年４月１０日 非常勤顧問 横内 龍三）
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マーケット情報

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

【全体概要】
・２月の販売額は、１億５３７万円（前年同月比＋１２．９％）、来店客１９２，６４５人（同＋４．５％）、客単
価１，８１４円（同＋２０．５％）
・前半は生チョコレートやマルセイバターサンドなどバレンタインフェア商品が好調であった。
・後半は平昌五輪カーリング女子日本代表のLS北見がデッドタイムで食べた赤いサイロが、テ
レビ、新聞、ネット等で大きく取り上げられ話題になり、連日来店や電話での問い合わせが多
数あった。
赤いサイロは最大でも５０個しか入荷せず、開店前から並んでいるお客様で終了してしまう状況
であったが、赤いサイロ目当てで来店されたお客様が、他の商品を購入する相乗効果もあり、
他商品で例年以上の売上げとなるものもあった。
・水産加工品は、催事やテスト販売等の好調により前年を上回った。（同＋１０．３％）
・部門別では、前記部門のほか菓子類（同＋２１．９％）、畜産加工品（同＋１７．５％）などの部門で
前年を上回った。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 鮭キムチ１５０ｇ ８００ ５４８ ４３８，４００
２ 石狩 鮭ルイベ漬１６０ｇ １，０９２ ４０１ ４３７，８９２
３ 石狩 たらこ切子 １，０００ ３６４ ３６２，６００
４ 渡島 いか森っ子めし２尾 ６９０ ４０９ ２８２，２１０
５ 後志 鮭とば一番干し １，０００ ２５４ ２５４，０００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 特上ラム４００ｇ ９８２ ４８２ ４７３，３２４
２ 石狩 じゃが豚 ９６０ ４４２ ４１９，０１６
３ 上川 ふらのジンギスカン ９３３ １６０ １４９，２８０
４ 十勝 ちほく高原ベーコン １，０００ １４６ １４６，０００
５ 上川 和寒ジンギスカン中辛 ９５４ １３５ １２８，７９０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 上川 南富良野バタじゃが５ ６２０ ３２９ ２０３，９８０
２ 石狩 わさびの達人 ７１４ １６１ １１４，９５４
３ 石狩 全粒きな粉 １２０ ７４２ ８９，０４０
４ 石狩 ハスカップの実 冷凍 ２，０００ ４２ ８４，０００
５ 石狩 だったんそば茶 １，０００ ７９ ７９，０００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 トラピストバター １，１４２ １６３ １８６，１４６
２ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ２８５ １７９，５５０
３ 石狩 ソフトカツゲン １８０ ７２５ １３０，５００
４ 空知 もっちもチーズ ３４０ ３０３ １０３，０２０
５ 空知 もっちもチーズ醤油味 ３４０ ２３６ ８０，２４０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８２０ ９，７０９ ７，９６１，３８０
２ 十勝 マルセイバターサンド１０個 １，２０４ ２，７９９ ３，３６９，９９６
３ 十勝 マルセイバターサンド５個 ６０２ ５，０１０ ３，０１６，０２０
４ 石狩 ポテトチップチョコレートオリジナル ７２０ ４，００２ ２，８８１，４４０
５ 石狩 生チョコレート オーレ ７２０ ３，３９９ ２，４４７，２８０

＜有楽町店＞ 東京都千代田区有楽町２丁目１０－１ 東京交通会館１階
＜資料出典＞ 北海道どさんこプラザ ホームページ

http : //www.dosanko-plaza.jp/support/index.html
＜問い合わせ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 有楽町店 【２０１８年２月分】

（１）水産加工品 【１，４０１万円】

（２）畜産加工品 【２６３万円】

（３）農産品 【１７０万円】

（４）乳製品 【３０８万円】

（５）菓子類 【５，８６０万円】

※価格改訂などにより単価×数量＝金額とはならない場合がある。

ｏ．２６２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３２　　　　　マーケット情報  2018.04.18 16.34.23  Page 32 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１３年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２０１６年度 ９５．０ ０．１ ９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ ９７．２ ０．８ ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２０１６年１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ r１０７．３ △２．４
２０１７年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ r１０９．７ ２．２

４～６月 ９７．７ １．８ １０２．１ ２．１ ９８．６ ４．６ １００．０ １．５ r１００．７ ０．４ r１０９．１ △０．５
７～９月 r ９５．８ △１．９ １０２．５ ０．４ r ９６．５ △２．１ １００．４ ０．４ r ９７．３ △３．４ r１０７．３ △１．６
１０～１２月 r ９７．９ ２．２ r１０４．３ １．８ r ９８．４ ２．０ r１０１．４ １．０ r ９７．８ ０．５ r１０９．５ ２．１

２０１７年 ２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 ９６．５ △０．３ r ９９．８ △１．９ ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ １００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 r ９８．５ ２．１ r１０３．８ ４．０ r ９８．７ ４．２ r１０１．１ ２．７ １０１．７ １．４ r１１１．３ １．５
５月 r ９８．１ △０．４ １００．１ △３．６ ９８．９ ０．２ ９８．２ △２．９ １００．５ △１．２ １１１．３ ０．０
６月 ９６．６ △１．５ １０２．３ ２．２ ９８．２ △０．７ １００．７ ２．５ １００．７ ０．２ １０９．１ △２．０
７月 r ９５．５ △１．１ １０１．５ △０．８ ９６．５ △１．７ １００．０ △０．７ r ９９．２ △１．５ １０７．９ △１．１
８月 ９７．５ ２．１ １０３．５ ２．０ r ９６．０ △０．５ １０１．８ １．８ ９９．４ ０．２ １０７．３ △０．６
９月 r ９４．５ △３．１ １０２．５ △１．０ r ９７．１ １．１ ９９．３ △２．５ r ９７．３ △２．１ １０７．３ ０．０
１０月 ９７．５ ３．２ １０３．０ ０．５ ９８．８ １．８ ９８．９ △０．４ ９６．９ △０．４ １１０．７ ３．２
１１月 r ９７．０ △０．５ １０３．５ ０．５ ９６．８ △２．０ １０１．２ ２．３ ９７．５ ０．６ １０９．８ △０．８
１２月 r ９９．３ ２．４ r１０６．５ ２．９ r ９９．６ ２．９ r１０４．１ ２．９ r ９７．８ ０．３ r１０９．５ △０．３

２０１８年 １月 r ９５．３ △４．０ r ９９．５ △６．６ r ９５．４ △４．２ r ９８．３ △５．６ r１１０．４ １２．９ r１０８．８ △０．６
２月 p９５．５ ０．２ p１０３．４ ４．１ p９５．８ ０．４ p１００．４ ２．２ p１１３．１ ２．４ p１０９．９ ０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７△０．８ r １９５，２６３△１．１ r ２０２，８５０ △３．５ r ６５，６１０ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０

２０１６年１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８
２０１７年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４５△１．５ r ５０，９７１ △３．９ r １６，２４３ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１

４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５６ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，８９８ ０．３
７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 r ２６１，５１６ １．５ r ５３，５２２ ０．７ r ５７，２１８ ３．８ r １８，６８１ ０．１ r ２０４，２９８ ０．９ r ３４，８４０ １．１

２０１７年 ２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 ８０，４３３△０．７ r １６，３０９△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７２９ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 ７６，４７７ １．３ r １５，５８１ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９４ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８７ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４
６月 ７５，９７０ ０．４ r １５，６９４ ０．１ １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ ６０，７１４ １．２ １０，５００ ０．０
７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９△０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１
８月 ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８８△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２４ ０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１

２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５
２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

ｏ．２６２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.04.16 21.33.40  Page 33 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 － － － － － － － － － － － －
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４

２０１６年１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５
２０１７年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，１５９ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７

４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１６１ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ ６５，７０７ ５．８ r １５，５３０ ６．６ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ p １１，２８８ ３．７ r ６３，９５１ ４．１ r １５，７３０ ６．１ p ３５，４５８ △０．２ p ８，７２０ △０．８

２０１７年 ２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ r ４，５５５ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８８０ ２．５ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９５３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ r ５，１２４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７
６月 r １０，１５３ １．８ ３，２５７△２．４ r ２１，２６４ ４．４ r ５，０８４ ５．６ １１，２８５ ２．７ ２，６９８ △０．８
７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ r ５，３８３ ６．３ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９
８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ r ５，１９９ ５．８ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ r ４，９４８ ７．８ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０９７ ５．１ r ５，０４７ ４．９ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，０１８ ５．２ r ５，０２０ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６

２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７
２月 ９，９４５ １．７ ３，０７３ ３．８ ２１，４４８ ４．１ ４，８４４ ６．３ ７，２９３ ２．７ ２，１７５ △０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１３年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５６４，５７８ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２０１６年１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７
２０１７年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９９６ ４．１ ４１９ １１．５

４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２９９ ３．１ ３２３ ２６．８
７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１７年 ２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４５ １．３ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０９０ ５．６ r １０８ １３．０
４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４６ １．２ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５７ ５．４ r １１０ ３１．１
６月 ４６，７８３ ３．１ ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９６ ２．５ r １１６ ２１．０
７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３１２ ０．７ r １７８ ２４．１
８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５３０ ３．６ r １６２ ３２．８
９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０７ △１．９ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２２１ ０．６ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６

２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ r １８５ １３．２
２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ p １８４ ２４．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

ｏ．２６２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.04.16 21.33.40  Page 34 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１３年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２０１６年１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６
２０１７年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０

４～６月 １１，２０２ ４．６ r２，４９９ １．１ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０
７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５
１０～１２月 ９，７１０ △４．１ ２，４４５ △２．５ ４２１ ５．６ １１，５２１ ６．６ ２３，７３５ ０．０

２０１７年 ２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７
５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６
６月 ３，４１２ △１．３ ８７５ １．７ ２５５ △４．０ ４，３８１ ４．０ ８，９４７ △５．２
７月 ３，５９５ ７．５ ８３２ △２．３ ２２０ ２５．０ ３，８１７ １４．１ ７，２１７ △７．５
８月 ３，３０５ △１５．９ ８０６ △２．０ ２１９ １０．４ ４，１５０ △６．９ ７，６６６ ４．４
９月 ３，６５３ ６．４ ８３１ △２．９ ２４１ １３．２ ４，２７１ ６．６ １０，５９４ △３．５
１０月 ３，６５４ △８．５ ８３１ △４．８ １８２ △１３．５ ４，０７６ １５．９ ７，４２８ ２．３
１１月 ３，４５５ △１．２ ８４７ △０．４ １３２ ３５．２ ４，０６６ ６．９ ７，６８０ ４．１
１２月 ２，６０１ △１．３ ７６８ △２．１ １０７ １８．１ ３，３８０ △３．０ ８，６２８ △５．０

２０１８年 １月 １，４１１ △８．１ ６６３ △１３．２ ６６ △３４．５ ３，５５９ △３．４ ６，８９３ ２．９
２月 １，３７３ △２４．８ ６９１ △２．６ ５６ ５１．２ ３，９３８ ０．９ ７，９５９ ２．４

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１３年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２０１６年１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６
２０１７年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８

４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２
７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１
１０～１２月 ３７，２６５ △０．７ １２，２６１ △０．９ １２，７４５ △４．０ １２，２５９ ３．２ ９７３，８０４ △１．６

２０１７年 ２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４
５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４
６月 １９，２９９ １５．１ ６，４６５ ２．６ ７，５０８ １７．６ ５，３２６ ３０．７ ３９６，４４９ １５．１
７月 １６，６９６ ２．３ ５，３３２ △１．２ ６，４５０ △１．４ ４，９１４ １２．２ ３５７，２６７ ２．６
８月 １３，２７３ ８．３ ４，１８４ △０．３ ５，１４９ １４．１ ３，９４０ １１．１ ２９０，８２２ ４．１
９月 １６，６７０ ５．６ ５，５０２ △２．７ ５，４２８ １４．７ ５，７４０ ６．１ ４１７，８５１ ５．３
１０月 １２，４８０ ０．５ ４，０２０ △５．３ ４，２４５ ２．２ ４，２１５ ４．９ ３１０，７９１ △１．２
１１月 １３，１９８ △０．６ ４，１０２ ０．１ ４，６３７ △６．８ ４，４５９ ６．１ ３３２，７１４ △２．７
１２月 １１，５８７ △２．２ ４，１３９ ２．６ ３，８６３ △７．１ ３，５８５ △１．９ ３３０，２９９ △０．８

２０１８年 １月 １１，７０７ △４．７ ３，８４３ △８．５ ３，６４６ △１４．１ ４，２１８ ９．９ ３３９，５８１ △１．１
２月 １３，６５８ △３．５ ４，８２０ △３．１ ４，１４９ △８．５ ４，６８９ １．１ ４０１，８０４ △２．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

ｏ．２６２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.04.16 21.33.40  Page 35 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１３年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２０１６年１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９
２０１７年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９

４～６月 ４３９，２２３ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ２．９
７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１７年 ２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ↑ r ２．９
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１
６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８
７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ↑ ２．８
８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ↑ ２．７
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４
２月 １７，７５５ △２２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ２．９ ２．５

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１３年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２０１６年１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４
２０１７年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９

４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１７年 ２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１
６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３
７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５
８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８
２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年５月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１３年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２０１４年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２

２０１６年１０～１２月 ９０，４５３ △２８．９ １８５，０５６ △１．９ ２５５，５６３ △１１．６ １７２，４２０ △９．３
２０１７年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９７１ ８．５ r ３２４，０６０ ３１．４ r １８６，８１０ ８．７

４～６月 ９１，２８９ △２．６ １８７，８９８ １０．５ r ２８４，９９１ ４６．２ r １８０，８２７ １６．２
７～９月 ９５，３３２ ９．３ １９５，８３８ １５．１ r ２７６，８０３ ３２．８ r １８４，２６６ １４．８
１０～１２月 １００，９７０ １１．６ ２０９，１６８ １３．０ r ３２０，１８５ ２５．３ r ２０１，７６９ １７．０

２０１７年 ２月 ３３，８０４ ９．１ ６３，４７１ １１．３ r １１０，７４３ ４６．８ r ５５，４２６ １．４
３月 ４４，１６１ ２５．５ ７２，２８０ １１．９ r ９７，０３１ １３．８ r ６６，２４５ １６．０
４月 ３４，７８１ ２．１ ６３，３０２ ７．５ r ９７，５０２ ５０．０ r ５８，５１９ １５．２
５月 ２６，６４３ △６．５ ５８，５１６ １４．９ r １０５，８７４ ４９．６ r ６０，５６０ １７．８
６月 ２９，８６５ △４．２ ６６，０８０ ９．７ r ８１，６１６ ３７．９ r ６１，７４７ １５．７
７月 ３２，２５３ １２．２ ６４，９４６ １３．４ r ９１，８１６ ５２．７ r ６０，８８０ １６．５
８月 ３４，０５６ ２９．９ ６２，７８５ １８．１ r ９３，６４１ ３３．６ r ６１，８１７ １５．５
９月 ２９，０２３ △１０．１ ６８，１０７ １４．１ r ９１，３４６ １６．９ r ６１，５６９ １２．３
１０月 ３１，４３４ １９．６ ６６，９２９ １４．０ r ９４，６５４ ４０．７ r ６４，１４３ １９．０
１１月 ３２，７１０ ２７．１ ６９，２００ １６．２ r １０１，１６６ １６．０ r ６８，１４８ １７．３
１２月 ３６，８２６ △４．２ ７３，０３９ ９．４ r １２４，３６６ ２３．１ r ６９，４７７ １５．０

２０１８年 １月 ２８，５５６ ８．１ ６０，８６３ １２．３ r １３２，６１７ １４．０ r ７０，３４５ ８．０
２月 ３１，０１０ △８．３ ６４，６３３ １．８ p１１４，９０３ ３．８ p ６４，６０８ １６．６

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１３年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２０１４年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，８８７ ２．８ ４，７６７，６０１ ２．６

２０１６年１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７
２０１７年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０

４～６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７～９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０～１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１７年 ２月 １５２，７８０ ３．５ ７，３２４，５７０ ７．０ ９９，０３２ ３．０ ４，７３５，２０６ ３．２
３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４月 １５６，３９３ ３．４ ７，５１８，４９１ ５．６ ９８，６９６ ２．５ ４，７５７，２８７ ３．３
５月 １５７，２６９ ３．５ ７，５２５，７８５ ５．６ ９８，６７６ ２．５ ４，７５４，７０７ ３．３
６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７月 １５５，３６８ ３．８ ７，５２５，０４３ ６．２ ９９，６１８ ３．２ ４，７７０，６７０ ３．４
８月 １５７，８７３ ５．０ ７，５２８，９３８ ６．０ ９９，８８７ ３．７ ４，７６７，６０１ ３．３
９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０月 １５６，７２８ ３．９ ７，５９１，６１７ ５．７ １００，６４１ ３．６ ４，７９２，８９９ ３．２
１１月 １５７，４５２ ３．６ ７，６３５，６２３ ５．３ １０１，３４９ ３．０ ４，８１１，０９５ ２．８
１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１８年 １月 １５７，１８３ ３．６ ７，６２０，３５７ ４．１ １０２，０８１ ３．４ ４，８４７，９５５ ２．６
２月 １５７，８５８ ３．３ ７，６３４，４１８ ４．２ １０２，５４０ ３．５ ４，８４３，２９２ ２．３

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年５月号

ｏ．２６２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.04.16 21.33.40  Page 37 
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●道内経済の動き

●人材確保のための雇用管理のポイント

●中小企業における後継経営者問題の実態と
対応策へのヒント

●道内企業の経営動向調査
（２０１８年１～３月期実績、２０１８年４～６月期見通し）

●経済コラム 北斗星
少子化の下での大学教育と企業の人材確保
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